
 

堺市伝統産業異業種連携（商品開発・販路開拓）チャレンジ補助金交付要綱 

 

令和５年５月１１日制定 

令和６年４月１日一部改正 

令和７年４月１日一部改正 

１ 補助金の名称 

  補助金の名称は、堺市伝統産業異業種連携（商品開発・販路開拓）チャレンジ補助金（以下

「補助金」という。）とする。 

 

２ 補助金の目的 

  補助金は、伝統産業事業者等が異なる業種の事業者と連携して行う商品開発から販路開拓等

まで一体的に取り組む事業に要する経費を補助することにより、伝統産業の振興を図ることを

目的とする。 

 

３ 定義 

  この要綱における用語の定義は、次のとおりとする。 

（１）伝統産業事業者 本市内に主たる事業所を有し、次のいずれかの伝統産品を製造する事業

者。 

  ①刃物 

  ②注染･和晒 

  ③線香 

  ④昆布加工（手すき昆布） 

（２）中小企業者 本市内の主たる事業所又は研究開発拠点において、引き続き１年以上事業を

行っている中小企業基本法(昭和３８年法律１５４号)第２条第１項に規定する中小企業者を

いう。ただし、みなし大企業は除く。 

（３）みなし大企業 次のいずれかに該当するものをいう。 

①発行済み株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有する。 

②発行済み株式の総数又は出資金額の総額の３分の２以上を大企業が所有する。 

③大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占める。 

（４）伝統産業事業者以外の事業者 伝統産業事業者以外の中小企業者かつ製造業者をいう。 

（５）製造業者 日本標準産業分類（平成２５年総務省告示第４０５号）において分類された製

造業に属する事業を行う者をいう。 

（６）異なる業種の事業者 総務省が定める「日本産業標準表」の中分類を異とする事業者をい

う。また、市内・市外、国内・国外、中小・大企業等、事業所の所在や規模を問わない。 

（７）商品開発 補助事業者が主体となって行う新商品・製品の開発（既存商品・製品の改良を

含む）をいう。 

（８）販路開拓等 補助事業者が事業連携を行う異なる業種の事業者の店舗や営業所での顧客等

へのＰＲや販売をはじめ、国内外の展示会、物産展などへの出展、クラウドファンディング、

インターネット販売、専門雑誌や各種メディア等での情報発信など国内外への販路開拓につ



 

ながる取組をいう。 

 

４ 堺市補助金交付規則との関係 

  補助金の交付については、堺市補助金交付規則（平成１２年堺市規則第９７号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

５ 補助事業等 

（１）補助対象者は、事業計画の認定を受けた伝統産業事業者及び伝統産業事業者により組織さ

れた団体（刃物、線香、注染･和晒、昆布のいずれかを営むものにより組織された団体、１

業種につき１団体に限る。）並びに伝統産業事業者以外の事業者とする。 

（２）補助対象事業は、次のアからウのすべてに該当する事業とし、伝統産業事業者及び伝統産

業事業者により組織された団体は次のエ又はオに、伝統産業事業者以外の事業者は次のオに

該当する事業とする。 

ア 補助対象者が１以上の異なる業種の事業者と連携して行う事業。 

イ 補助対象者が商品開発から販路開拓等まで一体的に取り組む事業。 

ウ 補助対象者にとって商品開発と販路開拓等のそれぞれが新たな取組である事業。 

エ 刃物、注染･和晒、線香、昆布加工（手すき昆布）のいずれかの商品開発及び販路開拓等

に取り組む事業。 

オ 補助対象事業の成果物である商品・製品を堺市伝統産業ブランド創出促進事業（堺キッ

チンセレクション）に応募することを前提とし、堺の伝統産品（刃物、注染・和晒、線香）

の魅力を引き立てともに輝く逸品の商品開発及び販路開拓等に取り組む事業。 

（３）補助対象期間は、別表１のとおりとする。 

（４）補助対象経費は、別表２に掲げるもののうち、補助事業の執行に必要と認められる経費と

する。 

 

６ 補助金の額  

（１）補助金の額等は、予算の範囲内で別表１のとおりとする。 

（２）補助金の額に１,０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

（３）消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する消費税及び地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）に規定する地方消費税に規定する額は、補助対象経費から除外するものとする。 

 

７ 事業計画の認定申請 

事業計画の認定を受けようとする者は、堺市伝統産業異業種連携（商品開発・販路開拓）チ

ャレンジ補助金事業計画認定申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、別に定める期

日までに市長に提出しなければならない。 

（１）役員情報届出書(様式第１号の２。法人の場合に限る) 

（２）事業計画書（様式第２号） 

（３）発行後３か月以内の現在事項証明書又は履歴事項全部証明書の写し（個人の場合は、事業

概要書及び発行後３か月以内の住民票の写し） 



 

（４）直近の事業に係る本市の法人の市民税（本市の法人の市民税の課税がない場合は法人税。

個人の場合は直近の年度に係る市民税）を完納したことを証する書類の写し又は非課税であ

ることを証する書類の写し 

（５）直近の決算報告書の写し（個人にあっては、これに相当する書類） 

（６）会社案内又はそれに類するもの 

（７）その他市長が必要と認める書類 

 

８ 認定可否の通知 

（１）市長は、事業計画の認定可否の決定を行い、その結果を堺市伝統産業異業種連携（商品開

発・販路開拓）チャレンジ補助金事業計画認定可否通知書（様式第３号）により、申請者に

通知するものとする。 

（２）市長は、認定可否の決定に際し、堺市中小企業者等支援事業審査会にて、意見聴取及び審

査を行うことができる。 

（３）市長は、認定に際し、必要と認める場合は条件を付すことができる。 

 

９ 補助金の交付の申請 

補助金の交付申請をしようとする者は、堺市伝統産業異業種連携（商品開発・販路開拓）チ

ャレンジ補助金交付申請書 (様式第４号)に次に掲げる書類を添えて、事業計画の認定を受け

た日から起算して３０日以内（２年度目については、４月３０日まで）に市長に提出しなけれ

ばならない。また、２年度目については、（３）は不要とする。 

（１）収支予算書(様式第５号) 

（２）補助対象経費の見積書その他これに相当する書類の写し 

（３）誓約書（様式第６号）（５（２）オに該当する事業に限る） 

（４）事業計画書（様式第２号）（事業計画の認定申請時と変更があった場合に限る） 

（５）その他市長が必要と認める書類 

 

１０ 補助金の交付の条件 

  市長は、補助金の交付の決定をする場合において、次に掲げる条件を付すものとする。 

（１）補助金は、その目的以外に使用してはならないこと。 

（２）補助事業に要する経費の配分の変更（予算総額の２０パーセント以内の流用増減を除く。）

をし、若しくは補助事業の内容の変更をし、又は補助事業を中止し、若しくは廃止しようと

する場合においては、速やかに市長に報告すること。 

（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合におい

ては、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

（４）５（２）オに規定する事業に取り組む補助事業者は、補助事業の成果としての商品・製品

を補助対象期間又は補助事業が完了した日の属する翌年度の堺市伝統産業ブランド創出促進

事業（堺キッチンセレクション）へ応募すること。 

（５）次の全てに該当しないこと。 

① 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」



 

という。）第２条第２号に規定する暴力団又は法第２条第６号に規定する暴力団員（以下単

に「暴力団員」という。）若しくは堺市暴力団排除条例（平成２４年条例第３５号）第２条

第３号に規定する暴力団密接関係者（以下単に「暴力団密接関係者」という。） 

② 補助事業者が法人の場合にあっては、その役員（法第９条第２１号ロに規定する役員等

をいう。）が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当する者 

（６）規則の規定に従うこと。 

 

１１ 補助金の交付の決定 

（１）市長は、９の規定による交付申請書を受理した場合、審査の上、補助金を交付すべきもの

と認めたときは、堺市伝統産業異業種連携（商品開発・販路開拓）チャレンジ補助金交付決

定通知書（様式第７号）により通知するものとする。 

（２）市長は、審査の結果、補助金を交付することが適当でないと認めたときは、堺市伝統産業

異業種連携（商品開発・販路開拓）チャレンジ補助金不交付決定通知書（様式第８号）によ

り、申請者に通知するものとする。 

 

１２ 交付申請の取下げ 

（１）申請者は、交付決定の通知を受けた場合において、その決定の内容又はそれに付した条件

に不服があるときは、交付決定日から起算して３０日以内に交付の申請を取り下げることが

できる。 

（２）市長は、(１)の規定による取下げの申出を受理した場合は、１１の交付決定はなかったも

のとみなす。 

 

１３ 補助事業等の変更等 

（１）補助事業者は、１０（２）に定める補助事業の項目に要する経費の配分を変更（予算総額

の２０パーセント以内の流用増減を除く。）又は補助事業の内容を変更し、又は補助事業を

中止し、若しくは廃止しようとする場合は、堺市伝統産業異業種連携（商品開発・販路開

拓）チャレンジ補助金変更（中止・廃止）届出書（様式第９号）に９に規定する書類のう

ち、当該変更に必要な書類を添えて、速やかに市長に申請しなければならない。 

（２）市長は前項の規定による申請の内容を審査し、適当と認めた場合は、堺市伝統産業異業種

連携（商品開発・販路開拓）チャレンジ補助金変更（中止・廃止）交付決定通知書（様式第

１０号）により、申請者に通知するものとする。 

 

１４ 補助事業の経理等 

補助事業者は、補助事業の経費について、帳簿及び全ての証拠書類を備え、他の経費と明

確に区分して経理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければならない。 

 

１５ 実績報告 

補助事業者は、堺市伝統産業異業種連携（商品開発・販路開拓）チャレンジ補助金実績報

告書（様式第１１号）を補助金の交付の申請を行った日の翌年度４月１５日までに次の書類



 

を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１）事業実施報告書(様式第１２号) 

（２）収支決算書(様式第１３号) 

（３）補助事業を実施したことを証明する書類 

（４）補助対象経費に係る支出を証明する書類の写し 

（５）その他市長が必要と認める書類 

 

１６ 補助金の額の確定 

（１）市長は、１５の規定による報告を受けた場合は、当該報告に係る書類等によりその内容を

審査し、適当と認めたときは、補助金の額を確定するものとする。 

（２）市長は、補助金の額の確定を行ったときは、速やかに堺市伝統産業異業種連携（商品開発・

販路開拓）チャレンジ補助金確定通知書(様式第１４号)により、補助事業者に通知するもの

とする。 

（３）市長は、(１)の規定による審査の結果、補助事業の是正の見込みがなく、補助金を交付す

ることができないと認めたときは、速やかにその旨を補助事業者に連絡するものとする。 

 

１７ 補助金の交付 

（１）補助金は、１６の規定による補助金の額の確定後交付する。 

（２）補助事業者は、堺市伝統産業異業種連携（商品開発・販路開拓）チャレンジ補助金交付請

求書（様式第１５号）により、補助金の額の確定通知を受けた日から起算して１５日以内に、

補助金の交付請求を市長に対して行わなければならない。 

 

１８ 事業実施経過の聞き取り 

（１）市長は、事業の内容確認のため、補助事業者に対し、事業実施経過の聞き取りを行うこと

ができるものとし、この場合において、補助事業者は市長が行う聞き取りに対して、必ず協

力するものとする。 

 

１９ 成果の公表等 

補助事業者は、市長が事業の成果について、報道機関又は各種媒体等を通じ公表するなど、

広く周知する場合は、協力するものとする。 

 

２０ 重複の除外 

   市長は、補助事業者が事業の実施に際し、他の助成制度（補助金、委託費）等を活用して

財政的な支援を受ける場合は、当該他の助成対象事業費を本事業の補助対象経費から除外し

た場合に限り、補助金を交付することができるものとする。 

 

２１ 委任 

   この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、所管部長が定める。 

 



 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年５月１１日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

（この要綱の失効に伴う経過措置） 

３ 前項の規定にかかわらず、同項に規定する日以前に補助金交付要綱８（１）に基づき補助金

事業計画の認定を受けた補助事業者については、なお従前の例による。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 



 

別表１ 

申請枠 補助率 補助金下限額 補助金上限額 補助対象期間 

一般枠 

１/２ 

以内 

２０万円 

２００万円 

毎年４月１日から翌年の３月３１日 

２箇年 

事業枠 
５０万円 毎年４月１日から翌々年の３月３１日 

備考 

 １ ２箇年事業枠とは、補助金下限額が一般枠より高く、補助対象期間が２箇年のものをいう。 

 ２ 一般枠とは、２箇年事業枠以外のものをいう。 

 ３ ２箇年事業枠の１年度あたりの補助上限額は、１００万円とする。 

 

別表２ 

区分 補助対象経費 内容 

商品開発 謝金 商品開発やブランディングに必要な指導・助言

に係る外部の専門家等謝金 

原材料費 試作品の製作に必要な原材料費 

委託・外注費 試作品製作、デザイン制作、パッケージ開発等

商品開発に必要な外部への委託費 

知的財産権等取得

費 

特許権、商標権等知的財産権等の取得経費 

その他 補助対象経費を一括して外注する経費のほか

市長が必要と認める経費 

販路開拓等 謝金 マーケット調査、モニター調査等実施に係る外

部の専門家等謝金 

広告費 各種メディア掲載料、広告宣伝費 

委託・外注費 開発商品の映像制作、ＷＥＢサイト掲載、パン

フレット等各種媒体製作等外部への委託費 

展示会等出展費 物産展・展示会等出展経費、専門店舗・インタ

ーネット出展経費、クラウドファンディング出

展経費等 

その他 補助対象経費を一括して外注する経費のほか

市長が必要と認める経費 

 


